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研究成果の概要（和文）：土構造物は道路全長の約８割を支えるような重要性の高い構造種別である．この技術
に関し，社会基盤の危機耐性を考慮した設計法の構築と構造物の設計に関する国際基準ISO2394への対応が課題
になっていることを踏まえ，性能設計の枠組みについて検討した．盛土，重力式擁壁，補強土壁を対象に従来の
設計作用を大きく超える条件で振動台実験を行い，地震動の強さ，継続時間，上下方向地震動が土構造物の破壊
形態に及ぼす影響について明らかにした．ラグランジュベースの破壊解析法と冗長性・ロバスト性を考慮した信
頼性解析法を構築し確定論・確率論的リスク評価法を確立した．以上より道路網の危機耐性向上に役立つ性能設
計指針を提案した．

研究成果の概要（英文）：In this project, a new framework of the performance based design by 
considering is examined based on those backgrounds. Shaking table tests were performed for 
non-reinforced embankments, conventional gravity retaining walls, and reinforced soil walls under 
extreme conditions far exceeding conventional design criteria. In a series of the tests, the effects
 of seismic intensity, seismic motion duration, and vertical seismic motion on the failure mode of 
the soil structures were investigated. A Lagrangian based failure analysis method and a reliability 
analysis method were developed to consider structural redundancy and robustness in the design. They 
enable for designer to assess deterministic and probabilistic geotechnical risk. Those achievements 
will contribute for next generation performance based design of soil structures which consider 
anti-catastrophe performance.

研究分野：地盤工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　土構造物は，道路全長の約８割を支えるような重要性の高い構造種別である．本研究では，その設計の高度化
について研究を行った．研究の学術的意義としては，設計地震動よりはるかに厳しい作用条件に対する土構造物
の挙動を実験的に明らかにしたこと，土構造物のリスクを確定論的・確率論的に定量化する数理力学モデルの実
際問題への適用性を高めたことが挙げられる．社会的意義としては，災害時の事業継続性や早期復旧が可能にな
るための技術の高度化や．2015年に改訂された一般構造物の設計法に関する国際基準への対応をスムーズにする
ための基礎的成果が得られたことが挙げられる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

東日本大震災以降，想定を超えた事象への対応について関心が高まり，構造設計の分野では，
通常設計では想定しない作用・事象に対しても，構造物単体あるいはそのシステムが破滅的な
状況に陥らないような性質：危機耐性（土木学会，2013）を考慮する必要性が広く認識される
ようになってきた．しかし，その概念をどのように実際の設計体系に組み込むかについては試
行段階にある．一方，構造物の性能設計の基本概念を定めた国際基準 ISO2394 は 2015 年に改訂
され，構造物の冗長性・ロバスト性が安全性・使用性に続く第３の性能として位置づけられ，
リスクに基づく意思決定が定められた．ISO2394 第２版が 1998 年に出版された際は，その４年
後に「土木・建築にかかる設計の基本」が国土交通省から示された．今回も同様な対応がなさ
れると考えられる． 

上記の背景において，申請者は道路網の危機耐性向上のため，土構造物を対象にした ISO2394
包括型の次世代性能設計指針確立のための研究を行うべきという考えに至った．道路網は様々
な施設を支える最も重要度の高い社会基盤のひとつであり，危機耐性を向上させる必要性が最
も高いということ，そして，道路設備のほとんどが土構造物であるが，性能設計の整備には課
題が多いことが理由である．土構造物には盛土，重力式擁壁，補強土壁など様々な形式のもの
がある．現在，道路網整備にあたっては，設計条件を満足する代替案のなかで初期建設費が最
も安価な構造形式が決定されている．危機耐性についての性能目標を定め，リスクの観点から
最も有利な構造形式を選定し，詳細設計を行うための研究が必要であると考えた． 
 
２．研究の目的 

現在の土構造物の設計において，危機耐性を考慮した性能設計法の構築と改訂された国際基
準 ISO2394(2015)への対応が課題になっていることから，新しい性能設計の枠組みについて検
討する．まず，盛土，重力式擁壁，補強土壁を対象に従来の設計想定に依らない条件で振動台
実験を行い，地震動の継続時間，強さ，上下方向地震動が土構造物の破壊形態に及ぼす影響を
明らかにする．次に，ラグランジュベースの破壊解析法と冗長性・ロバスト性を考慮した信頼
性解析法を構築し，確定論的および確率論的リスク評価法を提案することを目的として研究を
実施した． 
 
３．研究の方法 
 本研究は土構造物の設計における危機耐性を考慮した性能設計法の構築を目指すものである． 
 
（１）従来の設計作用以上の地震動に対する土構造物の破壊挙動の解明 

盛土，重力式擁壁，補強土壁を対象に，従来の設計想定に依らない条件で振動台実験を精度
良く実施するために次の点について検討を行った． 
①材料試験・模型実験準備：振動台実験を開始する前に，使用する材料の物理・力学試験（三
軸圧縮繰り返し試験など），盛土，重力式擁壁，補強土擁壁の模型の作製方法について検討した． 
得られた知見をもとに，以下の３つの実験条件に対して実験を行った． 

②長継続時間地震動に関する実験：長継続時間地震動条件下で実験を行い，地震動の継続時間
が土構造物の崩壊挙動に及ぼす影響について検討した． 
③幅広い地震動に関する実験：現行の設計地震動に関係なく，非常に厳しい地震動条件で実験
を実施した．段階的に加振を行い，損傷から破壊へと進展する過程の内部構造変化について検
討した． 
④上下地震動に関する実験：上下と水平方向の地震動の位相差によって，土構造物の地震時挙
動は変化すると考えられる．そこで，最大加速度と位相差を変化させた実験で，上下地震動を
設計で考慮する必要性について検討した． 
 
（２）土構造物の破壊形態・破壊確率解析法の構築 
①不連続・流動変形を考慮した破壊形態解析法：土構造物の破壊形態の予測法を提案するため
に，大変形解析に大きな利点を有する SPH 粒子法による流動変形解析法について検討した． 
②冗長性・ロバスト性を考慮した信頼性解析：冗長性を考慮した補強土壁の信頼性解析法と斜
面の非円弧すべり解析法をハイブリッド化して，振動台実験で観察された破壊形態を説明でき
る新しい解析法について検討した． 
③補強土壁を対象に，補強材力モデル（作用）と引抜力モデル（抵抗）についてモデルバイア
ス特性を検討した．この試みはこれまで続けてきたものであるが，今回は，スティールグリッ
ドや PET ストラップといった新しい補強土壁形式について検討した． 
④補強土壁の内的安定性について，作用・抵抗のモデルバイアス特性を考慮した破壊確率の計
算式をもとに，従来の安全率と破壊確率の関係，許容破壊確率から作用・抵抗係数を算定する
方法について検討した． 
 
（３）ISO2394(2015)を包括した土構造物のリスク評価法の提案 
①破壊形態による直接・間接損失を考慮したリスク解析：土構造物のライフサイクルコスト計
算法と地震ハザード情報を活用した信頼性解析法について検討した．災害リスクは，破壊確率
と災害復旧費の積で考慮した．災害復旧費には，解体撤去費，再構築費，道路損壊に伴う時間



損失費，復旧中に迂回路を走行することで生じる走行損失費，損壊に伴う人的損失費を考慮し
た．地震ハザード情報は，防災科学技術研究所が公開している強震観測網データを利用した． 
②振動台実験，冗長性・ロバスト性を考慮した信頼性解析，破壊形態による直接・間接損失を
考慮したリスク解析に関する成果をとりまとめ，新しい設計指針について検討した．これによ
り，設計当初より「壊れたときのシナリオ」を考えた道路網の整備・運用計画が可能になり，
通常の設計レベルで想定される以上の作用が生じて，土構造物に破壊が生じても事業継続性や
早期復旧が可能になる． 
 
４．研究成果 
（１）従来の設計作用以上の地震動に対する土構造物の破壊挙動の解明 

振動台実験を行う上での基礎的研究として，振動台に使用する土質材料の物理・力学試験を
実施した．力学試験では，幅広いひずみ速度条件で三軸圧縮試験を実施し，その力学特性を把
握した．模型準備については，盛土，重力式擁壁，L 型擁壁，補強土壁の模型について，過去
の土構造物の被災事例データベースに基づいて作製方法の検討を行った．地盤作製方法は，多
重ふるい落下装置を用いることとして，多重ふるい落下装置の設計・製作を行った．振動台実
験の準備として，実験装置の性能確認を行った．まず，振動台や土槽に加速度計を設置し，掃
引加振を実施し，振動台や土槽自体の固有振動数等の応答特性を把握した．次に，振動台に土
槽を設置し，正弦波や不規則波を入力した場合の振動台と土槽の応答特性を把握した．東北地
方太平洋沖地震の築館と熊本地震の益城で観測された観測波を用いて振動台を加振した結果，
振動台から再現性の高い加速度波形が得られることを確認した．さらに入力地震動の決定のた
めの事前検討として，水平方向と鉛直方向の加速度波形を入力可能なニューマーク法により斜
面の変形解析を実施した．解析に用いた加速度波形は，48 箇所の地震観測所から得られた強震
波形を 32 方位に分解した波形を用いた．その結果，水平方向と鉛直方向の慣性力の方向により，
発生する地震時変位量が異なることが分かった．事前検討した加速度波形から，2011 年東北地
方太平洋沖地震の強震波形（浪江）を用いて，振動台実験を実施するものとした．  

上記の検討結果を踏まえ，無補強擁壁と補強土擁壁の振動台実験を実施した(図-1)．本実験

では水平方向のみで 800gal までの設計作用以上の地震動を作用させたものと，上下地震動を模

擬して水平方向と鉛直方向の位相差を変化させた正弦波（最大加速度 800Gal，5Hz，20 波）を

作用させたものとを行い，土構造物の破壊挙動を把握した．振動台実験の結果，補強土擁壁は，

無補強擁壁が破壊に至ったときの約 35倍のエネルギーを入力しても，転倒角の増分が約半分，

 
図-1 振動台実験の模型地盤の概要 

図-2 振動台実験の結果 
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滑動量の増分が約 3分の 2程度となっており，補強材を設置することにより，擁壁の耐震性を

向上させることが可能であることが分かった．さらに，加振中の変形性については，補強土擁

壁では無補強と比較して，滑動・転倒は緩やかに増加しており，変形に対して粘り強く対応し

ていることが分かった．補強土擁壁の変位は，加速度を増加させた初期において増加するが，

その後，一定の値を取るようになる．補強材を設置することにより，変位に占める滑動に関与

する成分の割合が大きくなり，逆に転倒に関与する成分が小さくなる(図-2)．上下地震動を模

擬した実験結果では，慣性力が盛土法面の垂線方向に作用すると変形量が大きくなることが分

かった． 

 

（２）土構造物の破壊形態・破壊確率解析法の構築 

破壊形態解析法として，不連続・流動変形を考慮した破壊形態解析法を開発した．大変形解

析に大きな利点を有する粒子法（SPH 法）を用いて，盛土と擁壁の大変形解析を実施した．そ

の結果，常時から崩壊時の地盤の運動，そして崩壊土砂が静止するまでを解析できることを示

した．次に，粒子法で補強材をモデル化する方法を新たに提案し，解析プログラムに組み込ん

だ．提案方法の妥当性の検証として，補強土擁壁の大規模載荷実験の施工過程および載荷過程

の再現解析を行った．得られた解析結果は，実験結果と比較し，壁面パネルの水平変位および

補強材力を再現することができた(図-3)．  

破壊確率解析法として，帯鋼補強土壁，ジオシンセティックス補強土壁，格子状金属補強材

を用いた補強土壁に対して，作用・抵抗モデルを新しく提案した (図-4,5)．この検討の結果，

フレキシブルな引張強度特性を有するジオシンセティックス補強材から，剛な引張強度特性を

有する帯鋼補強材までの幅広い条件に対して，破壊確率を精度良く計算できることになった．

さらに，この成果をもとに，帯鋼補強土壁を対象に，許容破壊確率から部分安全係数を計算し

た．この一連の結果より，破壊確率を陽なかたちで考慮する設計と，それを部分係数で陰なか

たちで設計の，２段階の設計が補強土壁に対して可能になった． 

 
（３）ISO2394(2015)を包括した土構造物のリスク評価法の確立 

破壊形態による直接・間接損失を考慮したリスク解析法を開発した．本解析法では，破壊確
率による構造物の安定性のみでなく，初期建設・維持管理・災害復旧を考慮したライフサイク
ルコスト(LCC)とライフサイクル CO2(LCCO2)を包含した解析手法の確立を行った．その結果より，
破壊確率・ライフサイクルコスト(LCC)・ライフサイクル CO2(LCCO2)を最適化する許容設計条件
の決定方法を検討した(図-6,7)．本手法は，設計条件や要求性能によって最適工法を合理的に
選択する新しい設計の枠組みとなりえることを示した． 
 
 
 

(a)RC 擁壁 

(b) 補強土壁 

図-3 解析結果 

 



 

図-4 提案する作用モデルの修正係数        図-5 提案する抵抗モデルのバイアス依存性 

  

図-6 新しい設計法の枠組み           図-7 本設計法による補強材長さの決定例 
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